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令和４年度事業計画 
 

2025 年には後期高齢者人口が約 2,200 万人となり、国民の４人に１人が 75 歳以上にな

ると推計されています。このような中、世帯規模の縮小や単身世帯の増加に伴い、家族や

地域の支え合い機能の低下が叫ばれて久しくなっています。また、社会的孤立や虐待、貧

困の世代間連鎖など、従来の福祉制度の枠組みだけでは捉えきれない多様で深刻な課題が

顕在化しています。そして、未だ収束が見通せない新型コロナウイルス感染症の拡大によ

って、従来からの人と人とのつながりや地域福祉活動のあり方に見直しを迫られました。 

 

これらに対応すべく、国においては、すべての人が世代や背景を問わず安心して暮らし

続けることができる「地域共生社会」の実現に向け、地域を基盤とした包括的な相談支援

体制の整備が促進されています。 

 

本県においては、地域において住民から寄せられるあらゆる福祉課題や生活課題を受け

止め、その解決に向けて福祉施設・団体、専門職、住民、行政等の多様な主体が連携・協

働し、継続した支援や働きかけ等に取り組むことのできる総合的かつ包括的な相談支援体

制の構築が急務となっています。 

 

また、福祉現場においては、介護福祉士や保育士などの福祉人材の不足が慢性化してお

り、福祉・介護人材の確保・定着、育成のための取り組みは、サービスの量と質を確保し

ていくうえで極めて重要な課題となっています。 

 

県社会福祉協議会としては、新たに策定する第５次活動推進計画（計画期間：令和４～

８年度）に基づき、これらの課題解決に向け組織体制や経営・財政基盤の強化を図りつつ、

ケアネット活動を軸とした助け合い活動の拡充等による包括的な支援、福祉人材の掘り起

こしや就労支援、地域におけるボランティア活動や福祉教育の推進、災害時における福祉

広域支援体制の構築等の事業を幅広く展開していくこととし、市町村社協や関係機関・団

体等との連携・協働により、さらに効果的な取組みを進めていくこととしています。 

 

令和４年度は、引き続き新型コロナウイルス感染症の拡大防止策を施しながら「アフタ

ーコロナ」も見据え、社会福祉法人、民生委員・児童委員、ボランティア・ＮＰＯ、関係

団体等による様々な活動との連携を強化し、保健、医療、教育等関連分野との連携・協働

を一層図りながら、誰もが住み慣れた地域で社会とのつながりを持って安心して暮らすこ

とができるよう各事業を積極的に推進してまいります。 
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【推進項目１】 

地域ニーズへの対応力向上と包括的な相談支援体制づくり 

生きづらさを抱え、地域社会の中で孤立した人々の問題やコロナ禍により顕在化した地域生活

課題、支援を必要とされる方々の権利擁護を通して把握した様々な制度の狭間の課題について、

地域に対して情報発信するとともに、一人ひとりに寄り添った「意思決定支援」のあり方などに

ついて関係機関と共有し、協働による支援やサービス開発につなげていきます。 

また、市町村社協が地域生活課題の解決に向けた協働の中核としての役割を果たせるよう、事

業活動や経営を組織的に支援する取り組みを強化していきます。 

さらには、制度の狭間の課題や新たな福祉ニーズに対応するための「コミュニティソーシャル

ワーク」を実践できる社協職員や専門職を育成し、組織的あるいは地域全体でコミュニティソー

シャルワークの機能がはたらくシステムをつくるとともに、地域における社会福祉法人がもつ資

源や専門性を活かした活動と、地域の生活課題の解決を進める市町村社協との連携・協働による

具体的な福祉活動実践の展開とそれらの取り組みを発信していきます。 

 

１ 住民のあらゆる福祉・生活課題に対応するための全世代・全対象型の相談体制の構築による 

包括的な支援の提供 

（１）小地域（日常生活圏域）における住民主体の助け合い活動の拡充 

 ① 小地域福祉活動推進事業［実施地区数：266地区→268地区］ 

ア 地域総合福祉活動（ふれあい型・ケアネット型・融合型）事業 

地域住民の主体的な見守り活動と専門職や多様な機関との連携による生活支援や支え

合いの地域づくりの推進 

イ 地域総合福祉ケアネットセンター運営事業 

ケアネット活動による支援内容の検討や支援者調整、地区社協と市町村社協の連携を強

化する取り組みへの支援 

ウ 地域総合福祉ケアネット支援事業 

ケアネット活動コーディネーター研修会やケアネット活動リーダー研修会の開催、ケア

ネット活動評価検討委員会の開催、市町村社協ケアネット活動研修への講師派遣等 

（２）地域における総合相談体制の構築 

① 生活福祉資金(総合支援資金、福祉資金、教育支援資金、不動産担保型生活資金)、臨時特例

つなぎ資金の貸付及び新型コロナウイルス感染症の影響による特例貸付の実施 

ア 資金の広報活動の推進 

イ 貸付審査会等にかかる運営委員会の設置、開催 

ウ 借受世帯への独立自活に向けた就労支援、家計改善支援等個別支援活動の推進 

エ 滞納世帯に対する生活状況に応じた償還指導と不良債権の整理 

オ 市町村社協及び民生委員との連携・協働による事業推進 

カ 福祉事務所、公共職業安定所、病院・保健所等関係機関との連携・協力 

キ 生活困窮者自立支援事業との制度間連携（関係機関との連携・協力・連絡調整等） 

ク 複合的な課題を抱える借受世帯への相談支援の充実を図るための研修等の実施 
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② 生活困窮者自立支援対策推進事業 

生活困窮者自立支援法に基づく各種事業の受託の有無にかかわらず、社協の強みを生かし

た生活困窮者の自立支援方策を協議する場を設けるとともに、事例検討を中心とした研修を

開催することにより市町村社協の総合相談機能の充実強化を図る。 

③ 東部生活自立支援センター運営事業 

滑川市以東の８市町村を対象として、常設の相談窓口を設けるほか、８市町村社協におい

ても随時相談に応じる体制を構築し、生活困窮者の生活と就労に関する幅広い相談に応じ、

本人とともに課題を整理し、その解決に向けた支援を包括的・計画的・継続的に行う。 

④ 総合相談体制の強化 

市町村社協相談員研修会の開催 

市町村社協が行う相談事業の相談員(社協職員、民生委員・児童委員)を対象に援助技術

や援助事例をもとに、研修会を実施し相談員の資質向上を図る。 

⑤ 包括的支援体制推進事業 

 包括的支援のためのケアマネジメントと事例検討講座 

多様化・複雑化した事例に対し多職種連携による支援体制を構築するため、生活視点の

アセスメントを中心とした事例検討の手法について学ぶ。実施社協においては、研修前後

のモニタリングを行うとともに、今後継続的に事例検討会を開催するよう支援する。 

（３）市町村社協の基盤強化支援及び役職員の資質向上 

① 地域福祉推進担当者会議の開催 

② 市町村社協職員研修・支援事業 

市町村社協新任職員、事務局長研修会の開催 

③ 市町村社協巡回訪問事業 

市町村社協への訪問による現状調査・課題把握や地域福祉活動計画の策定支援、各種研修

会等の事業への協力支援を行う。 

④ 社会福祉協議会地域福祉実践研究発表会（市町村社協役職員研修会）の開催 

県内各社協の実践発表を通じて、取組みの目的や成果・課題等を振り返り、他から学ぶこ

とで、これからの地域福祉実践に資するとともに、職員一人ひとりが今日求められる社協の

役割を理解して取り組むことができる組織づくりを目指す。また、関係機関や行政等が社協

の役割・機能に対する認識を深め、連携強化を図るための機会とする。 

（４）民生委員・児童委員との連携・協働 

① 富山県民生委員児童委員協議会の活動支援 

ア 市町村・地区民生委員児童委員会長研修 

イ 中堅民生委員・児童委員研修 

ウ 新任民生委員・児童委員研修 

エ 民生委員・児童委員課題別研修 

オ 児童委員研修 

カ 主任児童委員研修 

キ 心配ごと相談員・民生委員児童委員相談援助技術研修会 
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② 民生委員児童委員互助共励事業の実施 

（５）福祉のまちづくり活動の推進 

① 富山県民福祉推進会議の開催 

② やさしい福祉のまちづくり賞の表彰と普及・啓発 

（６）福祉関係団体とのネットワーク構築 

① 社会福祉施設・団体正副会長連絡会議の開催 

「社会福祉施設・団体正副会長連絡会議」（県レベルの福祉施設・団体の代表者により構

成）を開催し、各種別団体間の情報交換を通じ、横断的な共通課題の明確化及び課題解決に

向けての連携強化を図る。 

（７）各種福祉団体への支援・協力 

① 各種福祉団体の事務局受託（５団体） 

② 在宅心身障害児通園訓練事業への助成 

③ 県母子寡婦福祉連合会、県母親クラブ連合会等への助成 

④ 福祉団体活動等への支援 「保育所長専門講座」受講助成事業 

（８）各種ニーズに対応した福祉総合相談体制の充実 

① 高齢者総合相談センターの運営 

高齢者及びその家族などが抱える生活・保健・福祉等に係る心配ごと、悩みごと等の各種

相談に応じる。 

ア 一般相談 生活全般に関する相談 

イ 専門相談 法律、税金、年金、健康・介護相談 

ウ 認知症ほっと電話相談 認知症に関する相談 

② 難病相談・支援センター事業 

ア 難病患者・家族等に対する個別相談、就労支援 

イ 講演会、患者交流会の開催 

ウ ピアサポーター養成等による相談支援体制の充実 

エ 情報の収集提供（リーフレットの作成配布、ホームページ更新、看護学校等での啓発） 

オ 患者会との連携 

カ 支援者を対象とした研修会の開催 

キ 小児慢性特定疾病児童等自立支援事業 

③ 若年性認知症相談・支援センター事業 

ア 若年性認知症の人・家族等に対する個別相談、就労支援 

イ 医療・介護・福祉・雇用関係者とのネットワーク会議の開催 

ウ 支援者を対象とした研修会の開催 

エ 若年性認知症の人・家族等の交流会 

オ 啓発普及活動（リーフレットの作成配布、ホームページ更新） 

④ がん総合相談支援センター事業 

ア がん患者・家族等に対する個別相談、就労支援、日曜相談、市町村等の出前相談 

イ がん診療連携拠点病院相談員活動支援として情報交換会、研修会の実施 
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ウ 情報の収集提供（リーフレットの作成配布、ホームページ更新、図書の拡充） 

図書館との連携（県立図書館等） 

エ がんピアサポーター養成、フォローアップ研修、交流サロン、がん診療連携拠点病院等に

おける院内サロン（11病院）開催により患者・家族支援 

オ がん患者遺族を対象とした「グリーフケアの会」の開催 

カ ＡＹＡ世代のがん患者・家族を対象とした「AYAの交流サロン Friend」の開催 

キ 小児・ＡＹＡ世代のがんに関する講演会の開催 

 

２ 制度の狭間に対応した新たなサービス・活動の開発 

（１）地域の特性や本人の強みを活かした支援の推進 

① 地域包括ケアとコミュニティソーシャルワーク研修、コミュニティソーシャルワーク実践者

フォローアップ研修 

市町村社協や地域包括支援センター、相談支援事業所、福祉施設・事業所、行政等の関係

機関が多様な地域生活課題への対応力を養い、住民や行政、多機関の協働により課題解決に

つなげることができるよう、コミュニティソーシャルワークの視点や考え方を理解し、その

展開プロセスや手法を学ぶための研修を行う。あわせて、個別課題と地域課題を一体的に捉

えて支援方策を展開する実践者のスキル・資質向上のためのフォローアップ研修を行う。 

 ② 市町村社協活動強化費助成事業 

市町村社協における地域福祉活動計画及び発展・強化計画の策定支援やそれぞれの強みを

活かした活動強化や基盤整備等、総合力向上のための取り組みに対する助成及び支援を行う。 

 

３ その人らしい生き方を支援する権利擁護の推進 

（１）身近な地域における権利擁護相談支援の推進 

判断能力の不十分な方が、誰もがその人らしく安心して暮らし続けるために、日常生活自立支援

事業等をツールとし、自己決定し自己実現をはかれるよう、支援体制の強化を図る。 

① 契約締結審査会の開催 

② 生活支援員の研修の実施 

③ 専門員等の研修の実施 

④ 関係機関連絡会議の開催 

⑤ 広報・啓発、調査研究の実施 

 ⑥ 成年後見制度利用促進のための研修会の実施 
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【推進項目２】 

誰もが役割を持ち支え合う共生のまちづくり 

「地域共生社会」の実現のために、地域のあらゆる住民が役割をもち、支え合いながら地域の

活力を維持することが重要となるため、若い世代や就業者層への働きかけ、支え手・受け手の関

係を越えた、誰もが役割をもって参加できる仕組みづくりを推進します。 

また、地域に暮らす皆が互いを認め合い、意思を尊重し合いながら共に生きる地域づくりを進

めるため、社協による福祉教育の実践や、各自治体の包括的支援体制構築における、多様な主体

が連携して地域生活課題に対応できる協働のネットワークや場づくりを行います。 

さらには、災害時における福祉支援体制の構築や被災された方々の生活再建に向けた支援のた

め、関係団体との連絡会や防災訓練などを通じた平時からのつながりの強化を図るとともに、要

配慮者の避難所での生活を支援するための「富山県災害派遣福祉チーム員（富山ＤＷＡＴ）」の

養成・登録・研修などを実施します。 

 

１ 地域住民の地域福祉活動やボランティア活動への参加促進 

（１）ボランティアセンターの機能強化と市民活動との連携・協働への支援 

① ボランティア活動拠点の整備 

ア 富山県ボランティアセンターの運営等 

イ ボランティア交流サロンの利用促進 

② 市町村ボランティアセンター活動事業 

福祉・生活課題に対応する市町村ボランティアセンターの取り組みを促進し、ボランティ

ア活動の一層の振興を図るため、ボランティア等の養成、広報啓発活動、災害救援ボランテ

ィア活動に関する事業、調査・研究などを行う市町村社協へ助成する。 

③ ボランティア活動養成研修事業の実施 

ボランティア活動推進に取り組む市町村社協職員や、施設職員ボランティア受入担当者、

ＮＰＯ法人、ボランティアサポーター等を対象にボランティアコーディネート力向上のため

の研修を行う。 

（２）福祉のまちづくりの視点による市民活動団体等との連携・協働 

① ボランティア活動の広報、啓発 

ア ボランティア情報の提供 

イ ボランティアガイド作成・配布 

② スキル活用社会貢献セミナー 

企業等に所属しながら、そのスキルを活かして社会に貢献する「プロボノ」について、理

解を進めるセミナーを開催する。 

③ ボランティアグループ活性化等発掘支援事業 

ボランティアグループ、ＮＰＯ団体の活動の立ち上がり支援並びに子育て支援活動のボラ

ンティア団体支援のための助成を行う。 
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２ 子どもから大人までの幅広い世代への福祉教育の推進 

（１）福祉教育・ボランティア学習の推進 

① 福祉教育地域指定推進事業 

学校と地域・市町村ボランティアセンター等が企画段階から協働し、地域資源を活かした

児童・生徒の福祉教育・ボランティア体験学習を含めた地域の福祉教育を実施するため、地

域指定を行い支援する。 

② 福祉教育サポーター養成確保事業 

小地域（地元）で学校・地域・様々な関係機関・団体が連携し、福祉教育を推進していく

ための福祉教育サポーター養成事業を実施する。 

③ 高校生介護等体験特別事業 

指定校 2校へ介護等体験・ボランティア・福祉教育に関する事業実施への支援を行う。そ

のための情報提供や市町村社協とも連携しながら事業支援を行う。 

④ 富山県福祉教育セミナーの開催 

県内の教員、福祉関係者（社協職員、福祉施設職員、ＮＰＯ、専門職、地区社協、その他）

を対象にセミナーを開催し、福祉教育の推進を図る。 

新 ⑤ 福祉教育プログラム学習会の開催 

市町村社会福祉協議会職員を対象に福祉教育プログラム学習会を開催し、社協・学校・地

域の関係団体の連携による効果的な福祉教育の実践を支援する。 

 

３ 高齢者の社会参加と地域福祉活動への支援 

（１）高齢者の生きがいづくりの推進 

① 「健康と長寿の祭典」開催事業 

県老人クラブ大会開催経費の助成を行う。 

② 「全国健康福祉祭（ねんりんピック）」参加事業 

神奈川大会への選手派遣(200名程度)、第20回県ねんりん美術展の開催（愛媛大会予選会） 

③ 情報誌(VITA）発行事業 

中高年向けの生きがいと健康づくりに関する情報誌の発行（年４回） 

④ いきいき長寿大学開催事業 

生きがいと健康づくりなど退職後の生活における活動等に役立つ学習機会を提供するほ

か、脳トレリーダーの養成や脳トレクラブの設立・支援等を通じて認知症予防の普及活動を

展開する。 

⑤ いきいき友の会事業の運営 

ア 個人会員サービス提供事業 

高齢者の生きがいと健康づくりを継続的に推進するため、個人会員の生活や活動の質の

向上と会員相互の交流を深めることに寄与する各種サービスを提供する。 

イ 法人・団体会員サービス提供事業 

法人・団体会員の高齢の社員・職員等について、個人会員と同様のサービスを提供する。 
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ウ 会員組織の強化 

会員の自主運営による様々な分野のＶＩＴＡクラブを設立・支援し、生きがいと健康づ

くり活動を広く地域に普及するとともに、会員のネットワークづくりを図る。 

（２）高齢者の社会参加活動の促進 

① シニアタレント社会活動事業 

長い人生で培った豊富な経験・知識・技能を有する高齢指導者を養成し、登録・派遣する

ことにより、その社会活動を支援する。 

② 元気高齢者の仲間づくり支援事業 

県内の高齢者サークル情報を収集し相談に応じるほか、健康づくりや介護予防の研修会の

実施や「元気高齢者の仲間づくりサークル」「ねんりん健康運動推進クラブ」を支援する。 

③ エイジレス社会活動推進事業 

 エイジレス社会づくりリーダー養成塾開催事業 

生涯現役社会の実現に向けて、生活支援や介護予防等において地域の担い手として活躍

するリーダーを養成するための講座を開催する。 

 

４ 日常的なつながりを基盤とした要援護者への支援体制の充実 

（１）災害時の要援護者支援・福祉救援の取り組みの充実 

① 災害救援ボランティア訓練事業 

ア 富山県総合防災訓練実施時に災害救援ボランティアセンター立ち上げ訓練及び災害救援

ボランティア実地訓練等を行う。 

イ 災害時における救援ボランティア活動等の啓発・普及のための講演会を行う。 

（２）災害時のボランティア活動の展開支援 

災害救援ボランティアコーディネーター・リーダー養成研修会の開催 

市町村社協職員、関係団体職員、社会福祉法人等を対象に研修、実地訓練等（共通２日、

社協職員向け１日）を行い、コーディネーター・リーダー登録及び登録者の継続研修を実施

する。 

 

５ 災害時における福祉施設、専門職団体等との連携・協働支援体制の構築 

（１）専門職等関係機関・団体との連携・協働 

① 市町村社協災害ネットワーク推進事業 

市町村社協と県社協の災害時等における緊急連絡網を活用し災害訓練等で実施するとと

もに、災害時に迅速な支援活動が行えるよう、市町村段階における関係団体等との平時から

の関係性を築き、災害ネットワーク組織の整備・強化を図る。（市町村ボランティアセンタ

ー事業で対応） 

 ② 富山県災害福祉広域支援ネットワーク協議会運営事業 

災害時における要配慮者等への支援体制を確保するため、福祉専門職のチーム員派遣等を

行う「富山県災害福祉広域支援ネットワーク協議会」の運営及び、派遣福祉チーム員の養成

研修・登録等を行い広域災害に備える。 
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【推進項目３】 

福祉人材の確保・育成・定着と福祉サービス事業者への支援 

質が担保された福祉サービスを安定的に提供していくためには、福祉人材の確保が喫緊の課題

となっています。幅広い層への福祉・介護職のＰＲ活動を行うとともに、年齢の早い段階からノ

ーマライゼーションや支え合い、共生について学ぶ機会を提供するため、施設での職場体験や学

校への出前講座の実施など、福祉教育と人材確保の取り組みを協働で進めていきます。 

また、人材の定着・育成には、職場環境の改善や職員のキャリア形成支援、専門的研修が欠か

せません。事業種別や職種を横断した福祉分野の職員を対象に、キャリアの各段階に応じたテー

マ別・分野別の研修の実施や、職員の労働環境の向上と、安心・安全な福祉サービスの効果的・

効率的な提供に向けて、介護技術向上のための研修や指導者育成への支援、ＩＣＴやロボットを

含めた福祉・介護機器の導入・活用に向けた各種研修を実施します。 

さらには、福祉サービスを提供する事業者を総合的に支援するため、社会福祉法人への専門的

な助言・指導や研修・セミナー等の開催、事業展開等に関する最新情報の提供などを通した経営

基盤の強化を支援するとともに、福祉サービス第三者評価事業の実施や利用者等からの様々な意

見や苦情を解決するための体制整備を図ります。 

 

１ 福祉職場の魅力の発信と、新たな分野での福祉人材の掘り起し 

（１）福祉の人材確保・マッチング支援の強化と人材定着を支援する取り組みの推進 

① 福祉人材無料職業紹介事業の充実 

福祉人材情報システム（COOL システム）等を通じて、求人事業者及び求職者へのサービ

ス内容の充実を図りながら、より身近で利用しやすい健康・福祉人材センター（以下、本項

中「センター」という。）を運営する。 

ア ウェブサイト「福祉のお仕事」への求人情報、事業所情報の登録を推進し、情報の掲載に

より事業者の求人活動を支援 

イ 仕事内容・資格制度、労働市場の動向等に関する情報を提供し、求職活動を支援 

ウ 中高年齢者や未経験者などに就労支援対象を広げ、福祉人材の確保・掘り起こしを推進 

エ 初任者・実務者研修修了者等に対する求職登録の呼びかけ 

オ 県社協広報誌、ウェブサイトによる求人・求職登録のＰＲ 

カ 離職介護人材の届出制度の活用推進 

② 啓発・広報活動の強化 

センターの案内リーフレットを配布し、センターの利用を促進 

③ 福祉人材確保緊急プロジェクトの推進 

ア 福祉職場説明会の開催 

求人事業所と求職者が一堂に会し、事業所の方針や仕事内容、待遇、求める人材等につ

いて面談する機会として開催 

イ 富山の介護職員募集案内冊子作成・配布事業 

県内介護施設等の求人情報を掲載した冊子を作成・配布 

ウ 新任介護職員ネットワーク形成支援事業 

離職率が高い就業後３年未満の新任介護職員を継続的にフォローすることにより、新任

職員の早期離職防止・職場定着を推進 
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ⅰ）元気とやま介護職員合同入職式 

新たに介護職に就いた職員が一堂に会する入職式の実施 

ⅱ）新任介護職員フォローアップ研修会（セルフマネジメント編） 

介護の仕事に伴う身体的・精神的不安等による離職防止を目的とした研修の実施 

ⅲ）新任介護職員フォローアップ研修（介護技術編） 

介護技術に対する不安を払拭するための研修の実施 

エ 福祉・介護人材マッチング強化事業 

各ハローワーク内で相談コーナーを開設し就職相談を行うとともに、ハローワークと協

働のうえ｢就職支援セミナー｣の実施や求人・求職情報の提供のほか、「はじめての福祉の

仕事サロン」の開催を通じ、福祉職場や仕事内容について理解してもらい、就職先として

関心を高めてもらう。 

新 ④ 介護助手等就労マッチング支援事業 

    介護職の業務の機能分化を図り、掃除、配膳、見守り等の周辺業務を担う人材を、介護

事業所とマッチングする仕組みを構築する。 

⑤ 調査研究事業 

県内民間社会福祉施設等の福祉人材の不足の現状などを把握し、人材確保対策に係る基礎

資料とするためのアンケートを行う。 

ア 民間福祉・介護事業所の人材確保の調査の実施 

イ 求職登録のあった大学在学者の福祉職場への就職状況を調査する。 

⑥ 保育士・保育所支援センター設置・運営事業 

潜在保育士の就職支援や保育所で勤務する保育士からの相談・援助を行う「保育士・保育

所支援センター」を設置・運営し、保育士の福祉人材の確保と職場定着に向けて支援する。 

再就職支援コーディネーターの設置、センターの広報・利用促進 

相談応対、職業紹介、再就職支援研修会の実施、 

児童・保育職場説明会、離職保育士届出推進事業の実施 

⑦ 働きやすい職場づくりのための取り組みの推進 

ア 独立行政法人福祉医療機構退職手当共済事業の事務受託 

イ 社会福祉法人福利厚生センター（通称：ソウェルクラブ）受託事業の実施 

民間社会福祉事業従事者を対象に福利厚生サービスの加入及び利用促進を図るととも

に、富山県事務局として、①会員交流事業の実施、②地元企業提携の拡充、③会員サービ

スメニューの充実、④福利厚生企画情報会議の開催、⑤未加入法人への加入勧奨活動等を

実施 

（２）就労支援ネットワークづくり 

① 人材確保相談事業 

ア 県内外福祉系学校との連携強化 

イ 雇用関係行政機関、無料職業紹介機関との連絡強化 

ウ 人材確保に関する相談と求人の依頼 
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② 福祉人材確保緊急プロジェクトによる取り組み 

富山県福祉人材確保対策会議の庶務 

福祉人材の確保を効果的に推進するため、関係団体が連携して現状分析を行い、より効

果的な方策を協議するための庶務を行う。 

③ 介護福祉士修学資金等貸付事業（介護福祉士等修学資金、離職介護人材就職準備金、介護分

野就職支援金、障害福祉分野就職支援金、福祉系高校修学資金）の実施 

④ 保育支援貸付事業（保育士修学資金、保育補助者雇上費、保育料の一部貸与、潜在保育士就

職準備金）の実施 

⑤ 児童養護施設退所者等貸付事業（生活支援費、家賃支援費、資格取得支援費）の実施 

（３）福祉・介護職場のイメージアップ 

① 福祉人材確保緊急プロジェクトによる取組み 

ア 高校生等の福祉の魅力体験バス教室 

高校生、高校教諭、保護者に対し、福祉・介護の仕事の魅力、やりがいを深く理解して

もらうため、バスを利用した施設訪問の機会を提供 

イ 親子夏休み福祉の仕事バス教室 

小さい頃から福祉の仕事について、興味・関心をもってもらえるよう、夏休み期間を利

用し、親子で楽しく、福祉の職場を見学・体験するバスツアーを実施 

ウ 中学・高校生への介護の出前講座事業 

ⅰ）総合受付窓口の設置 

出前講座の受付、調整 

ⅱ）出前講座（介護の魅力と仕事を知る講座）の実施 

中学・高校生に福祉や介護について学ぶ機会を提供し、興味、関心を持ってもらい、福

祉・介護の仕事を目指してもらえるよう啓発する。 

エ がんばる介護職員応援事業 

ⅰ）がんばる介護職員（介護のがんばりすと 2022）の顕彰 

５年以上１２年未満の中堅職員の表彰 

ⅱ）新聞紙面による紹介 

受賞者の手記を新聞紙面に掲載するなど介護の魅力ややりがいを紹介 

ⅲ）啓発用小冊子の作成・配布 

受賞者の紹介小冊子を県内の高校 1年生等に配付 

ⅳ）イメージアップ・テレビＣＭの制作 

ホームヘルパーの日（8/10）、介護の日フェスティバル（11/12）を案内するテレビＣ

Ｍの実施 

ⅴ）介護のがんばりすとの活動支援 

前年度受賞者による若い世代や求職者、新任職員などに向けた啓発活動を支援 

    オ 介護の日の啓発活動 

② 福祉・介護職場の魅力発信事業 

マスメディア等を活用して福祉・介護職場の魅力を広く発信 
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③ 教員免許法の特例に基づく「介護等体験」支援事業 

福祉施設等及び大学等との受入れを調整し、教員免許取得志願者に福祉体験の場を提供

（予定 300人） 

（４）県健康・福祉人材センター運営委員会の開催 

 

２ 研修実施や資格取得の促進を通したキャリアパスの構築 

（１）委員会等の開催 

① 福祉カレッジ運営委員会 

② 福祉カレッジ研修カリキュラム検討分科会 

③ 介護機器普及事業運営分科会 

（２）福祉カレッジ研修事業の実施 

① ソーシャルワーク・多職種連携研修 

専門多職種連携セミナー、地域福祉計画セミナー、地域包括ケアとコミュニティソーシャ

ルワーク、相談援助技術研修、○新  障害者権利擁護と意思決定支援研修 

② ケアワーク研修 

福祉用具体験講座Ⅱ、新任職員介護技術実践サポート研修、新任職員指導者技術向上研修、

住宅改修事業者研修、腰痛予防推進研修（腰痛予防研修、フォローアップ研修、リフトリー

ダー研修）、腰痛予防指導者育成研修（基礎研修、フォローアップ研修）、腰痛予防対策取組

み事例報告会、腰痛予防対策介護研修、腰痛予防推進[出前講座]、介護ロボット活用推進研

修、富山型デイサービス職員研修(初級編、中級編、中間管理職編)、施設訪問中堅リーダー

研修、介護職員リスクマネジメント研修、認知症ケア研修（初級編、応用編）、介護記録研

修、終末期ケア研修、虐待防止・権利擁護研修 

③ 福祉サービス経営研修 

福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程研修（初任者、中堅職員、チームリーダー、管理

職員）、福祉法人連携推進セミナー、社会福祉法人監事研修、新 福祉サービスＩＣＴ導入

推進研修 

④ 目的課題別研修 

福祉用具体験講座Ⅰ、小・中・高生の介護体験講座、福祉用具･住宅改修研修(基礎研修、

福祉用具研修)、福祉用具プランナー研修、乳幼児（0,1,2歳児）保育研修、障害児保育研修、

ハートフル保育普及研修、新任職員研修、地域子育て推進セミナー、防災対応力強化研修、

ホームヘルパー技術向上研修、サービス提供責任者研修、障害者(児)ホームヘルパー等養成

研修、強度行動障害支援者養成研修（基礎研修、実践研修）、福祉サービス第三者評価 評価

調査者継続研修、富山型デイサービス起業家育成講座、介護支援専門員更新研修、介護支援

専門員再研修、介護支援専門員実務研修、社会福祉法人監査指導担当者研修 

（３）介護支援専門員実務研修受講試験事業 

指定試験実施機関として、富山県介護支援専門員実務研修受講試験の試験業務を実施する

(指定期間：令和 4年 4月 1日から３年間)。 
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３ 福祉・介護機器活用による職場の活性化とスキルアップ 

（１）効果的な福祉・介護機器の活用支援 

① 福祉・介護機器の展示・相談、貸出、情報提供 

ア 展示場・モデルルームでの展示及び相談事業の実施 

イ 適合評価を目的とした専門職への貸出事業の実施 

ウ ホームページ及び広報誌への掲載による情報提供 

② 福祉・介護機器の理解・活用促進に繋がる研修及びイベントの開催 

ア 福祉用具体験講座の実施 

イ 小・中・高生の介護体験講座の実施 

ウ 福祉用具・アイディアコンクールの開催 

エ 介護ロボット活用推進の研修会の実施 

③ 住宅改修に関する相談事業の実施 

ア 所内相談の実施 

イ 出張相談の実施 

ウ 福祉用具・住宅改修支援連絡協議会の開催 

エ 相談ニーズの掘り起こし及び関係機関との連携 

（２）福祉・介護機器を活用した介護技術研修の実施と指導者の育成支援 

① 介護技術向上のための研修の実施 

利用者の特性や能力に適した福祉・介護機器の選定を支援し、利用者・介助者双方にとっ

て安全で安楽な介護の知識と技術の普及・定着を推進する。 

ア 新任職員介護技術実践サポート研修の実施 

イ 新任職員指導者技術向上研修（排泄編・排泄技術編)の実施 

ウ 住宅改修事業者研修の実施 

エ 福祉用具・住宅改修研修の実施 

オ 福祉用具プランナー研修の実施 

② 腰痛予防対策推進研修及び啓発イベントの実施 

福祉・介護機器を適切に活用することで、利用者自身の自立を引き出し、介護職員の腰痛

予防意識の高揚と身体に負担の少ない介護技術の普及・定着を図る。また、福祉施設等にお

いて本取り組みを推進する指導者を育成し、職員のスキルアップと職場の活性化を支援する。 

ア 腰痛予防研修・フォローアップ研修の実施 

イ リフトリーダー養成研修の実施 

 ウ 腰痛予防指導者育成研修の実施 

エ 腰痛予防対策取組み事例報告会の開催 

オ 腰痛予防推進〔出前講座〕の実施 

③ 腰痛予防対策推進福祉施設の指定・支援 

介護職員の身体に負担の少ない介護技術の普及に積極的に取り組む福祉施設を「腰痛予防

対策推進福祉施設」に指定し、施設内での組織的な活動を支援する。また、本推進施設を拠

点とし、本取り組みの県内全域への普及・定着を図る。 

ア 新規推進福祉施設を募集し指定 
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イ 継続推進施設（13施設）への活動推進支援 

ウ 腰痛予防対策推進福祉施設会議の開催 

エ 腰痛予防対策介護研修の開催支援 

 

４ 福祉・介護機器の導入・活用支援 

（１）ＩＣＴ及び福祉・介護機器の活用支援 

福祉施設・事業所が、質の高い福祉サービスを効果的・効率的に提供することを支援するた

め、ＩＣＴや介護ロボット等を含む福祉・介護機器の導入・活用に関する情報提供を行う。 

① 最新情報の発信 

② 先進的取り組み事例の紹介 

③ 福祉・介護機器利活用セミナーの開催 

➃ 福祉サービスＩＣＴ導入推進研修の実施 

 

５ 福祉施設・事業所の経営マネジメント力向上への支援 

（１）社会福祉法人等の自立的経営と経営基盤の強化 

① 福祉施設経営指導の推進 

ア 社会福祉施設経営相談室の利用促進、法人（施設）巡回訪問等相談の実施 

イ 「施設経営情報」の発行等による情報提供 

ウ 福祉施設経営指導事業連絡協議会の開催 

エ 富山県社会福祉法人経営者協議会との連携による会計、労務管理、法律等の研修の実施及

び集団指導の機会を提供 

オ 富山県社会福祉法人経営者協議会との連携による経営改善の支援、協力 

（２）富山県福祉施設支援資金の貸付及び償還管理 

 

６ 福祉サービスの見える化と質の向上 

（１）福祉サービス第三者評価事業の実施 

① 地域密着型サービスにかかる外部評価の実施 

認知症対応型共同生活介護を対象とした評価を実施する。 

② 福祉サービスにかかる第三者評価の実施 

高齢福祉施設、児童福祉施設（社会的養護関係施設を含む）、障害福祉施設、保護施設等

を対象とした評価を実施する。 

③ 福祉サービス評価・公表事業運営委員会等の開催 

④ 評価調査者の登録・連絡会の開催 

（２）利用者の福祉サービスの選択支援 

介護サービス情報の公表事業の実施 

指定情報公表センターの運営・管理、調査対象事業所への調査の実施 

（３）福祉サービスに関する苦情解決のための取り組み強化 

① 福祉サービス運営適正化委員会の運営 
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② 福祉サービスに関する苦情解決事業の推進 

ア 苦情解決部会の開催 

イ 苦情に関する相談、助言、調査、斡旋 

ウ 広報・啓発 

エ 苦情解決のための研修会の開催 

③ 日常生活自立支援事業の運営監視 

ア 運営監視部会の開催 

イ 日常生活自立支援事業に関する運営監視、助言又は勧告 
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【推進項目４】 

地域福祉推進のための組織基盤の強化 

「地域共生社会」の実現に向け、市町村社協が地域の包括的な支援体制の構築に向け中核的な役割

を担えるよう、本会はより効果的・総合的な支援に取り組む必要があります。そのためには、テーマ

ごとや地域ごとの福祉・生活課題を組織横断的に共有・協議するための体制整備や、担当・担当外に

関わらず職員が知識や技術を習得できるよう、ＯＪＴの充実や計画的な研修の実施など、職員育成に

向けた取り組みを推進します。 

また、ＩＣＴの活用やデジタル化の推進による業務の効率化や生産性の向上、多様な働き方への環

境整備を進めます。 

さらには、災害等緊急時に備えたＢＣＰ（事業継続計画）を時勢に応じた実効性のあるものに適宜

見直しを図るとともに、市町村社協におけるＢＣＰの策定を支援するなど、県内の災害福祉支援体制

の充実に努めます。 

 

１ 経営・財政基盤の強化 

（１）第５次県社協活動推進計画の策定 

    第４次県社協活動推進計画の進捗状況等の評価結果を踏まえ、本会の今日的役割や活動の方

向性を明らかにするとともに、「地域共生社会」の実現に向けて関係団体等と連携・協働して

取り組む中期的な活動計画を策定する。 

（２）適正な業務執行体制の確立 

（３）社協活動の推進に向けた市町村社協との協議（市町村社協会長会議、事務局長会議の開催） 

（４）基金運営委員会の開催 

 

２ 情報収集と発信機能の強化 

（１）第 69回富山県社会福祉大会の開催 

（２）県社協ホームページ活用事業 

（３）広報誌「福祉とやま」の発行 

新（４）広報力向上研修の開催 

（５）各種助成金情報の提供 

新（６）社会福祉協議会 70周年記念誌発行事業 

 

３ 組織体制の強化 

（１）職員の資質向上 

新（２）社会福祉協議会ＢＣＰ策定支援研修の開催 

 

４ 指定管理者としての富山県総合福祉会館（サンシップとやま）の機能強化 

（１）参加型福祉活動の拠点としての利用の促進 

（２）福祉人材の養成の拠点としての利用の配慮 

（３）福祉情報受発信の拠点としての機能の強化 


